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有 効 性

事業の目標

・座学は職業訓練校と専修学校等に委託して対応しており、プログラムに応じた役割分
担を図っている。
・また、職場での実践的な訓練については求人企業を開拓して実施している。

効 率 性

・職業能力開発促進法第15条により、都道府県は、労働者が多様な職業訓練を受けるこ
と等により職業能力の開発及び向上を図ることができるように、その機会の確保に配慮
するよう求められている。
・若年者を取り巻く雇用情勢により失業率やフリーターの数が高い水準にある中、若年
者の就業意識の醸成図るとともに、労働市場が求める職業能力を習得させ、若年者の
キャリア形成を図ることは、若年者の安定就労確保に必要である。

・若年者の就業意識の醸成、キャリア形成就職の促進に寄与するとともに、就職率７
０％以上を維持するなど就職促進に寄与している。
【参考】⑳高卒内定率：５１％（厚労省）

19年度事業費が実績減等による委託料の減により低くなっていることから、20年度の指
標１単位あたりのコストが高くなっているが、20年度以降においても、セーフティー
ネットとして訓練定員数を確保しつつ、所要経費等については効率的な執行に努めてい
る。

訓練修了者による就職率の維持 [目標設定理由]
・若年者のキャリア形成を図ることで一人前の職業
人に育てるために実施することから、訓練修了者の
就職率維持を目標とする。
・目標値は、厳しい雇用情勢にあるものの委託型
デュアルの全国平均値を目指す。
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企業の人材ニーズを踏まえた職業能力開発への支援

実習・座学連携養成事業
（デュアルシステム）

平成19年度決算額

(0 千円) (0 千円)

所管部局課名

実
施
方
針

評
価
結
果

説

明

雇用情勢を踏まえ訓練定員を２０年度と同程度とし、継続実施する。
なお、10月開始から４月開始に訓練期間を改めるため、20年度募集を行わなかった技専活用型訓
練について、４月から訓練を開始する。

実施手法の
見直し内容

民間・市町との役割分担

受益と負担の適正化

必 要 性

区 分

担当者電話番号

産業労働部しごと局能力開発課

公共訓練係 078-362-3367

事業開始年度平成16年度事業内容
①技専活用型訓練（CAD/CAMﾃｸﾆｶﾙ、ｵﾌｨｽﾋﾞｼﾞﾈｽ(１年))、②委託訓練活用型
訓練（情報関連、靴ﾌﾟﾗﾝﾅｰ、事務関連等(５ヶ月))
計画定員 施設内２０人 施設外２４０人 計２６０人

事業目的
公共職業訓練をより実践的に行い、若年者の就業意識の醸成を図るとともに、労働市場が求
める職業能力を習得させ、若年者のキャリア形成を図ることで一人前の職業人に育てる。
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20年度
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21年度
目標目標値 年度

21
(611 千円) (1,116 千円) (1,201 千円)

・職業能力開発促進法第２３条に基づき、求職者に対して行う職業訓練は無料としてい
る。

95%

目標の達成度
を示す指標

指標名
目 標 19年度

実績

73.0
就職率(％) 76.9
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従事人員従事人員

42,023 千円
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